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研究成果の概要（和文）：地殻活動が活発で人工雑音の少ないインドネシアや台湾において、電磁
気現象と地殻活動との関連を総合的に調査した。地殻活動の監視・予測手法の確立を目指し、基礎
データの収集や解析を行った。ULF 電磁場観測を中心に電離圏や大気圏の異常を監視する VLF 局
電波や GPS データの解析も行った。本研究の最大の成果は、インドネシアや台湾、中国等の磁気赤
道域における M>6 の地震数日―10 日前の電離圏電子数の減少が統計的に有意であり、かつその領
域が広範囲にわたることを世界で初めて発見したことである。 
 
研究成果の概要（英文）： In order to mitigate geohazard of large earthquakes with using 
electromagnetic phenomena, we have installed some ULF geoelecromagnetic sensors and VLF receivers 
in Indonesia and Taiwan, where there are less artificial noises. Not only ULF and VLF, but also 
GPS-TEC data have been analyzed in this project to study the lithosphere-atmosphere-ionosphere 
coupling. The most important finding in this project is significant decrease of GPS-TEC around 
geomagnetic equator 3-10 days before the earthquake with M>6 (Indonesia, Taiwan, and China regions) 
in statistics and a vast spatial extent of ionospheric anomaly, which is greater than 1000 km.  
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１．研究開始当初の背景 

地震や火山噴火等の地殻活動は時に大災

害を引きおこす。1995 年の神戸地震、1999
年の台湾・集集地震、2004 年のインドネシ

ア・スマトラ地震や新潟県中越地震、2006
年インドネシア・ジャワ島中部地震などが記

憶に新しい。減災のためには、地震・火山活

動を予測することも重要であり、多角的な監
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視手法の確立が必要である。近年、地震や火

山活動などの地殻活動に関連する様々な電

磁気学的なULF波動現象が報告されており、

従来の弾性学的なパラメータに加えて、地殻

活動を予測するための指標的なパラメータ

として有効である可能性が極めて高い。震源

域で電磁波動が発生しているとすると（表皮効

果の観点から）最も有望な周波数帯は、ULF 帯

であり、いくつかの信頼できる報告がある。

Fraser-Smith らは 1989 年の Loma Prieta 地震

（M7.1）の 12 日前から震源直上にある磁場セン

サの示す磁場強度が上昇し、地震後 3 ヶ月間継

続したことを示した。服部らは 1997 年鹿児島県

北西部地震に関連して、垂水、父島、ダーウィン

の磁場データを解析したところ、垂水のデータ

（磁場スペクトルの鉛直成分と水平成分の比）が

2－3 週間前に異常に上昇し、その後地震が発

生することを示した。同様な結果は 1999 年岩手

県内陸北部地震や台湾集集地震でも得られて

いる。2000 年伊豆諸島群発地震では、伊豆半

島でアレー観測した磁場データの主成分解析を

行ったところ、M6 を超える地震の数日前にある

値が大きくなることが確認され、房総半島と伊豆

半島のデータを用いて磁場勾配を用いた方位

測定を行ったところ、将来の震源方向に磁場勾

配が向くことが確認された。これらの異常現象に

ついてマグニチュードと震源距離の関係を調査

したところ、経験則であるが、M6 で検出距離が

約 60km、M7 で 100km となった。ULF 帯の場合、

太陽と地球の相互作用による地磁気脈動という

信号が最も強い雑音となる。代表者らはこの除

去方法をすでに開発している。一方、地震活動

が大気圏や電離圏までにも影響を及ぼしている

という報告もある。GPSTEC（電離圏総電子数）

の変動は、地震前に異常変動があることを示し

て い る 。 ま た 、 地 震 電 磁 気 観 測 用 の 衛 星

DEMETER が仏国により打ち上げられ、東アジ

アではデータを密にとっている。大気圏・電離圏

の電磁現象は地上電磁場変動とも密接に関連

しており、その物理機構解明のために地上観測

との連携が必要不可欠である。 
電磁気学的な地殻活動予測に関する研究は、

地震総合フロンティア研究の枠組みで理化学研

究所、宇宙開発事業団を中心に日本で平成 13
年度まで 5 年間実施された。現在では、仏国、

中国、ロシア、インド、台湾、メキシコ等でも同様

な研究を開始した。仏国は Demeter という小型

衛星を 2004 年に打ち上げ、地震と電磁波環境

の関係を詳細に調査している。ロシア、中国にも

同様な衛星計画がある。日本では、我々を含む

いくつかの機関が本課題に取組んでいる。近年

では国際電波科学連合、欧州地球科学連合、

米国地球物理連合や IUGG の総会にて地震電

磁気のセッションが設けられ多数の論文発表が

あり、地殻活動に伴う電磁気現象は、未解明の

物理現象として、また、地殻活動の予測の手法

としての重要性が認識されている。本研究では、

海外のグループのうち、インドネシア・台湾・仏国

のアクティブな研究グループと協力し、人工雑

音が小さく規模の大きな地震が高い頻度で発生

するインドネシアおよび台湾にて、地震電磁気

現象解明のための観測的研究を実施する。 
２． 研究の目的 

本研究では、地震に伴う電磁気現象の(1)正
確な把握およびそれらの物理機構の解明、(2)
地圏―大気圏―電離圏結合過程の解明、さら

に、(3)地震学や衛星データとの比較をするため

に、電磁気環境が良好でかつ大きな地震が繰り

返し発生している台湾とインドネシアにおいて、

多点複合 ULF 電磁場観測を行うことが目的であ

る。本研究では、地震に伴う ULF 電磁場現象モ

デルとして提案されている、①electrokinetic によ

る電磁放射、②micro-fracturing による電磁放射、

③比抵抗構造の変化によるモデルの可能性を

調査するとともにと、地圏―大気圏―電離圏結

合過程を観測学的に検証し、物理機構に迫る。 
３．研究の方法 
 本研究は (1)観測点整備（服部、湯元、海
外協力研究者）、(2) ULF 電磁場観測にもとづ
く地震電磁気現象の正確な把握とその物理
機構の解明（服部、湯元、海外協力研究者）、
(3) 地圏―大気圏―電離圏結合機構の解明
（主に早川、服部、海外協力研究者）、(4) 地
震学や衛星データと電磁気データの比較検
討（主に服部、連携研究者、海外協力研究者）
の４つのサブテーマと(5)ワークショップ/セ
ミナー(全員)からなるが、これまでは複数の
現象が同一地点で観測された例はほとんど
ない。そこで規模の大きな地震が繰返し発生
する台湾とインドネシアにてテストフィー
ルドを構築し、基礎データを収集する。主と
して日本、台湾およびインドネシア付近の地
震活動を考慮して、研究代表者や研究分担者、
海外協力研究者と協働で、既存の各種観測点
や新しく設置する観測点のデータの収集や
解析を実施した。本研究プロジェクトは精度
良い観測を基本に、高度な信号処理にて現象
を正確に把握しモデルの検討を行った。 
４．研究成果 
 2010 年 4 月 30 日までに、研究成果を学会
誌に 136 件（うち査読あり 78 件）投稿し、
掲載または掲載が決定している。また、国内



 

 

外の学会等で 239 件（うち招待講演 43 件）
の成果報告を行った。主たる成果を前述のサ
ブテーマ毎に簡潔にまとめる。 
(1)観測点整備 
 従来の観測体制を維持・強化した。 
(a) インドネシア：ULF電磁場観測点4箇所、

VLF 電波観測点 1箇所（図１参照） 
(b) 台湾：ULF 電磁場観測点 3箇所、VLF 電波

観測点 1箇所（図２参照） 
(c) 日本：衛星ビーコン電波観測点 2箇所（阿

蘇、沖縄）、大気イオン観測点２箇所（清
澄、内浦）、三宅島臨時観測、既存 ULF 電
磁場観測点 8箇所、維持した（図３参照）。
また、九州大の MAGDAS/CPMN ネットワー
クとの協力体制も確立した。 

 

図１ インドネシア観測点マップ（緑文字が
本研究で設置やメンテナンスをした観測点） 

 

図２ 台湾の観測点マップ（緑文字が本研究
で設置やメンテナンスをした観測点） 

 
図３ 日本の観測点マップ（（緑文字が本研
究で設置やメンテナンスをした観測点） 
 
(2) ULF 電磁場観測にもとづく地震電磁気現
象の正確な把握とその物理機構の解明 

①磁場変動の解析では 2004 年スマトラ地震
(M9.1)や 2007 年ぺルー地震（M8.0）、2008
年宮城岩手内陸地震（M7.2）等に先行する
ULF 電磁場異常を検知した。宮城岩手内陸
地震では、ULF 磁場データに対して、スペ
クトル比解析、地磁気変換関数解析、フラ
クタル解析と複数の解析を行い、共通して
異常を呈する日時の調査が重要であるこ
とがわかった。図 4-6 はそれぞれ 2008 年
宮城岩手内陸地震に関連するスペクトル
比解析、地磁気変換関数解析、フラクタル
解析の結果を示す。また、図 7は解析期間
の各異常の出現をまとめたもので、3 つの
手法で同時に出現したのは 2回であり、か
つその１回が地震の約 25 日前である。 

 

図 4 宮城岩手内陸地震に関連する ULF 帯の
スペクトル比変動。赤線が地震の日時。 
▽が異常（2.5σ超）の出現を表す。 

 

図 5 宮城岩手内陸地震に関連する地磁気変
換関数の変動。赤線が地震の日時。▽が異
常（2.5σ超）の出現を表す。 

 

図 6 宮城岩手内陸地震に関連する ULF 帯の
フラクタル解析結果。赤線が地震の日時。 
赤く囲った箇所が異常の出現を表す。 



 

 

 
図 7 図 4-6 の異常出現時のプロット。赤
で囲った箇所が 3つの手法同時で異常が出
現した日時を示す。赤線は地震を表す。 
 

②国内の ULF 観測点の統計解析（鹿児島）の
結果、地震 20 日程度前に有意な ULF 異常
が出現することがわかった。これらの結果 
は電磁放射を示唆する。 

 

 
図 8 2002 年 10 月の slow EQ の際に房総観
測点で観測された ULF 電磁場変動。磁場の
極性と電場の方向から観測点地下の電流源

の存在が示唆される。 
③房総 Slow 地震イベント（2002 年 10 月と
2007 年 8 月）では電磁場の transient 変動
が確認された（図 8 参照）。地下に線電流
源を仮定しないと観測された波形を説明
できないことがわかった。また、２次元
FDTD 計算機シミュレーション結果、浅部の
電流源の存在を支持した。すなわち、観測
点近傍における地下水流動との関連が示
唆され、electro-kinetic effect による電
磁気現象の発生が示唆される結果を得る
ことができた。 

 
(3) 地圏―大気圏―電離圏結合機構の解明 
①インドネシア、台湾、中国等の磁気赤道付
近の M>6の地震では震源付近にて地震数日
前に電離圏総電子数（TEC）の統計的に有
意な減少があった。図9は1998年から2008
年の 11 年間のインドネシア付近の M>6 地
震に関する統計解析の結果である。61 個と
いう同数の M>6 の地震が存在するように A
－D の４区域に分け、解析を行ったその結
果Aの領域についてのみ地震数日―10日前
に TEC の有意な減少現象が観測された。 

 

 
図 9 インドネシア M>6 地震に関連する TEC
異常。TEC の減少現象の発生頻度が有意で
あるかを調査しており、A 図のみ明白な異
常が地震の前に観測されている。 

 
2004 年のスマトラ地震（M9.1）の場合、

TEC の擾乱域は数千 km におよび、衛星や地
上で観測された VLF局電波の異常伝搬の結
果とも調和的であった（図 10 参照）。 



 

 

②日本付近の M>6の地震では電離圏総電子数
（TEC）は減少したり、増加したり減少し
たりした。そこで、①と同様な統計解析を
行ったところ、地震数日前に TEC の増加が
有意であることを示した。 

③電離圏総電子数変動をより明確に捉え、そ
の物理機構を解明するために、ニューラル
ネットを用いた電離圏トモグラフィーの
開発に着手した。 

④地圏―大気圏―電離圏結合の物理機構解
明を解明するために、大気イオン濃度・ラ
ドンと地震の関連の調査観測に着手した。 

 

図 10 2004 年スマトラ地震に関連して観測
された TEC 擾乱域（水色）とその他の擾乱
域との比較。赤：オーストラリア NWC 送信
局と日本の受信局との間の地上 VLF電波異
常観測による擾乱域。緑：オーストラリア
NWC 送信局電波の DEMETER 衛星での受信強
度から推定された擾乱域。 

 
(4) 地震学や衛星データと電磁気データの比
較検討 
地震と異常変動を基準として統計解析を

行ったところ、(2)(3)の ULF 電磁場変動、電
離圏擾乱とも地震に先行する変動が有意で
あることが確認された。また、地下水流動と
の関連を示唆するデータもあり、水槽実験に
て電磁場変動と地下水動態の関連を調査し
たところ、実験室レベルでは飽和近似で定式
化可能であることを示唆するデータを得た。 
 
(5)ワークショップ/セミナー 

各種会議を通じて、様々な研究者との連携
を強化できた。既報の地震電磁気現象の総合
的検証の必要性が共通に認識され、2004 年ス
マトラ地震、2006 年台湾屏東地震、2007 年
中越沖地震、2008 年四川地震について科学的
検証を行うことで一致し、サーバを千葉大に
整備した 
①国際ワークショップ企画開催：５回 
(A)2007 年 11 月 6-7 日にインドネシア・バン

ド ン で Int’l Workshop on Seismo- 
Electromagnetic Phenomena ’07 (IWSEP07)  
(Bandung, Indonesia)を開催した。参加者は

約 100 名で盛況であった。本ワークショッ
プの講演の一部は Journal of Physics and 
Chemistry of the Earth の 特 集
号 ”Electromagnetic Phenomena Associated 
with Earthquakes and Volcanoes”（Vol.34, 
Issue. 6-7, pp.341-515, 2009）に掲載されて
いる。本研究の服部と早川、および海外協
力研究者の劉が本号のゲストエディター
である。 

(B)2009 年 3 月 26-28 日に千葉大学にて 2009 
Int’l Workshop on Validation of Earthquake 
Precursors by Satellite, Terrestrial and other 
Observations (VESTO).Case studies of the 
recent Asian events を開催した。約 60 名の
参加があり盛況であった。本会議について
Journal of Asian Earth Sciences に特集号
“Validation of Earthquake Precursors (by 
Satellite, Terrestrial and other Observations)  
VESTO”を企画し、2010 年夏の発行を目指
して査読作業等が進行中である。服部と劉
がゲストエディタとして編集作業に参加
している。 

・2008 年 3 月 1 日、2008 年 11 月 13-14 日、
2009 年 6 月 18 日に Int’l Workshop on Space 
and Lithosphere Environment Changes in Asia
（IWSLEC1-3）を開催した。20 名程度の参
加であるが、密度の濃い議論ができた。 

②国際会議における地震電磁気セッション
の企画開催 (2009 年 8 月 11-15 日に 
Singapore で 開 催 さ れ た Asia Oceania 
Geoscience meeting 内にて) 

③研究交流時のセミナーの開催：インドネシ
ア・気象庁、航空宇宙局や台湾国立中央大
学等で機器設置やメンテナンス出張時に
開催。 

④地震電磁気セミナーの開催：千葉大や電通
大・東京学芸大で地震電磁気セミナーを計
12 回開催した。本項目の詳細は下記 URL
を参照されたい。 

http://www-es.s.chiba-u.ac.jp/geoph/ulf/seminar.
html#workshop 
 
インドネシアの設置した観測点はインド

ネシア気象庁の全面的な支援を受け、本研究
終了後も継続して観測・データの蓄積が可能
となった。また、インドネシア科学院の若手
研究者が千葉大の修士課程に入学した。また、
台湾や気象庁の若手研究者が別のプログラ
ムで短期来日するなどフィールド観測やデ
ータ解析において海外との連携を強化する
ことができた。また、ULF 電磁場観測では統
計解析や詳細なイベント解析結果などから
地下流動物との関連を示唆している。流動の
非定常性による電磁放射や媒質の電気伝導
度変化が地震電磁気現象のソースであるこ
とを示唆している。逆に電磁気的センサによ
って地下流動のモニタが可能であることも



 

 

導いている。 
グローバルな国際共同研究体制を維持し

つつ、観測・実験、データ解析、モデリング
等を有機的に実施し、地震電磁気現象の総合
的解明を目指す。地下の歪や応力と電磁気現
象の関係、すなわち力学と電磁気学の結合さ
せるメカニズムの全貌を解明し、最終的には
地象天気予報を実現させたい。そのために、
国内外の研究者や研究拠点・機関と融合・同
化し、研究を推進させたいと考えている。 
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